
 

 

 

 

 

 

古紙パルプ配合率の乖離問題 

に関する報告書 

 

 

 

 

 

 

平成２０年３月２４日 

調査委員会 



 2 

はじめに 
 
 
このたびの古紙配合率乖離問題につきましては、関係官庁の皆様、ユーザーの皆様や消

費者の皆様をはじめ多くの関係者の皆様に多大の混乱とご迷惑、ご心配をおかけいたしま

したこと、改めて衷心よりお詫び申し上げます。また、常日頃古紙の分別回収など紙のリ

サイクルにご協力いただいている国民の皆様をはじめ多くの方々の信頼を裏切る結果とな

り、重ねて深くお詫び申し上げる次第です。 

弊社では、社外の学識経験者を中心として、調査委員会を設置し徹底した原因究明およ

び実態調査を行なってまいりました。その調査結果がまとまりましたのでご報告申し上げ

ます。この度の調査により、コンプライアンス意識の欠如、またシステム的な問題点など

の要因が存在することが明らかとなりましたので、その要因に対応できる再発防止策につ

いてもまとめました。 

 

 一日も早く皆様の信頼を回復すべく、経営層・従業員一丸となって、コンプライアンス

体制の再構築など再発防止に努めるとともに、古紙利用の拡大など地球環境への貢献策を

推進していく所存でございますので、何卒ご理解を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 
調査委員長 長谷川 昇 
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１．調査委員会および再発防止委員会について 

古紙パルプ配合率の基準を下回る製品を製造・販売していた事態について、原因究

明と責任の所在を明らかにし、その原因に基づき再発防止策を検討するため、外部の

有識者を加えた「調査委員会」と、社内メンバーで構成される「再発防止委員会」を

設置しました。 

 

ａ）調査委員会 

諮問機関として、実態調査や対応策について検証し、答申をします。社外の学

識経験者を含め以下の９名で構成しています。 
委員長 （株）日本製紙グループ本社取締役副社長 (ＣＳＲ委員長) 長谷川 昇 
副委員長 （株）日本製紙グループ本社取締役 (企業倫理委員長) 本村 秀 

 （株）創コンサルティング代表取締役 海野みづえ 
 柳田野村法律事務所 辯護士  秋山 洋 
 （株）日本製紙グループ本社常任監査役 伊藤 恵介 
 （株）日本製紙グループ本社監査役 柳田 直樹 
 （株）日本製紙グループ本社経営監査室長 宮田 幸俊 
 （株）日本製紙グループ本社ＣＳＲ室長 内藤 勉 
 日本製紙（株） コンプライアンス室長 中島 真一 

ｂ）再発防止委員会 

調査委員会と平行して再発防止策を検討し、調査委員会に報告します。社内の

以下５名で構成しています。 
委員長 （株）日本製紙グループ本社取締役副社長 (ＣＳＲ委員長) 長谷川 昇 

 （株）日本製紙グループ本社ＣＳＲ室長 内藤 勉 

 日本製紙（株）専務取締役 洋紙営業本部長 若松 常正 

 日本製紙（株）常務取締役 情報・産業洋紙営業本部長 野口 文博 

 日本製紙（株）取締役 技術本部長代理 藤崎 夏夫 

 
当報告書は、「調査委員会」および「再発防止委員会」により審議、検証され、ま

とめたものです。 

調査委員会 再発防止委員会 

日本製紙（株）取締役会 

諮問 答申 
報告 

（株）日本製紙グループ本社 取締役会 

指示 
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２．古紙パルプ配合率の乖離調査結果 

２．１ 調査内容 

いつから古紙パルプ配合率の乖離が始まったのか、販売量と乖離実績はどうだった

のか、また乖離に至った原因はなにか、そして乖離が継続してしまったのはなぜなの

か、これらを明確にするための調査を実施しました。なお販売量とその乖離実績につ

いては、すべての紙製品の配合率データが記録されるコンピュータシステム上のデー

タベースには、大昭和製紙と日本製紙の合併に伴うシステム変更などにより、過去の

データが残っていないところも多かったため、古紙パルプ配合率乖離品すべての実績

を集計することができたのは平成１５年度以降でした。よって調査は、「乖離の発生時

期と経緯および原因」、「販売量とその乖離実績（平成１５年度以降）」に分けて調査し

ました。 
 

調査内容 調査手法 
乖離の発生時期と経緯およ

び原因 
本社および工場に残されている資料や社員へのヒ

アリング調査 
調査先部門： 
 旧十條製紙(株) 官需特需紙部 
旧山陽国策パルプ(株)  情報用紙部 
 日本製紙(株) 旧マーケティング部 

旧コート紙部、旧上級紙部、 
旧情報用紙部、 
品質保証部、業務総括部、 
出版・直需営業部、 
情報・産業用紙営業本部 

調査先工場： 
 日本製紙(株) 石巻工場、小松島工場、八代工場 
 

販売量およびその乖離実績 
（平成１５年度以降） 

データベースを基にして集計した後、工場に残され

ている資料と照合して検証 
検証先工場： 
日本製紙(株) 石巻工場、富士工場、八代工場 
日本大昭和板紙吉永(株)  ※委託生産品 
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２．２ 乖離の発生時期 

古紙パルプ配合率の乖離は、いずれの銘柄についても同様の業務フローの中で発生

していることから、それぞれの品種における主要な銘柄に焦点を当てて、乖離の発生

時期と経緯および原因に関する調査を行いました。調査の結果、各品種における銘柄

で初めて乖離が発生した時期は次の通りでした。 

 

品種 初めて乖離が発生した時期 

コート紙 平成１０年 

上質紙 平成７年 

印刷用紙 

 

再生高白色葉書用紙 平成４年 

情報用紙 ＰＰＣ用紙 平成２年 

 

なお、それぞれの品種の銘柄に関する調査結果の詳細については、別紙１を参照して

ください。 

 
２．３ 販売量およびその乖離実績（平成１５年度以降） 

ここでの調査は、コンピュータシステム上のデータベースに記録されている配合率

実績データを集計し、そこから古紙パルプ配合率で乖離のある紙製品を抽出して集計

データをまとめ、次に工場に残されている資料とつき合わせてその集計データを検証

しました。工場での検証につきましては、乖離のあった製品とその生産時期をランダ

ムに抽出し、工場で操業に用いられている品質の基準書や、実際にパルプの流量計か

ら得たデータなどが記録されている操業の日報といった過去の資料と、データベース

との間に整合性があるかどうかについて、間違いのないことを確認しました。 
 
各工場で検証を行った日程は次のとおりです。 
石巻工場 ２月８日 
富士工場 ２月１１日 
八代工場 ２月８日 
日本大昭和板紙吉永 ２月１１日 ※委託生産品 

 
また、調査結果については、以下の別紙の通りまとめています。 
 
別紙２ 古紙パルプ配合率乖離品実績（印刷用紙） 
別紙３ 古紙パルプ配合率乖離品実績（情報用紙・封筒用紙） 
別紙４ 品種別販売量 
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なお、実際の古紙パルプ配合率は日々の操業で変動しているため、表中の古紙パルプ

配合率（実績）は、上期下期ごとに加重平均した値です。また、各銘柄のトン数は販

売数量（トン／月）で集計しています。グリーン購入法対象品と同法対象外に分けて

集計していますが、グリーン購入法対象品の販売数量には、官公庁だけでなく民間企

業等による購入分も含まれています。 
 
 
３．古紙パルプ配合率乖離の原因と責任の所在 

３．１ 古紙パルプ配合率乖離の原因 

日本製紙(株)では、現在の「再生紙」と言うネーミングが業界内に誕生する（昭和

５６年頃）以前から幅広く古紙を利用しており、古紙パルプの配合率は公表しており

ませんでしたが、主に新聞用紙や中質紙に配合し、販売してきました。その当時の古

紙の利用は、社会的に急務となっていたリサイクル問題（含、ごみ問題）の解決に寄

与することを目指すためのものであり、コストダウンを目的としたものでもありまし

た。従って当時、古紙の利用は、個々の紙の配合率よりも、トータルで多く使用する

ことが第一義の目標でした。 

その後、古紙パルプの配合率を規定した製品の需要が拡大しました。そのため、受

注当初は公称通りに古紙パルプを配合できていた銘柄もありましたが、一方で、厳し

い品質基準（塵・ダート・カール・搬送・印刷等の各種加工適性、特に非再生紙品と

同等の品質）をクリア出来ないまま、将来の技術革新を想定して安易に受注してしま

ったものもあり、それらは、今日に至るまでその乖離を埋めきれませんでした。また、

操業現場である工場では、あくまでも古紙使用量の増大を目指していたため、古紙パ

ルプの配合率自体を本来の品質保証の対象と考えておらず、営業と操業現場との間に

共通の認識がなかったことも事実です。 
古紙パルプ配合率の乖離調査結果に基づき、乖離した要因として以下の項目が挙げ

られます。 

１）コンプライアンス意識の欠如 

・ 古紙パルプ配合率の表示と内容の異なる製品を販売するのが、法的に問題があ

るという認識が不十分だった。 

・ 顧客に保証した古紙パルプ配合率を遵守する優先順位が低かった。 

・ 「失注を回避するため」「努力目標という誤解」「現状を追認した」「古紙配合率

を下げてもユーザーに迷惑がかからないと安易に考えていた」といった意識が

あった。 

・ 品質に関する顧客要望をコンプライアンスよりも優先していた。 

２）管理体制の不備 
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ａ）内部牽制の仕組みの欠如 

・ 関係部門（営業、品質保証、工場）間の責任と権限が不明確であり相互牽制

が利かなかった。 

・ 古紙パルプ配合を管理する責任部門が不明確であった。 

ｂ）情報の伝達の不備 

・ 古紙パルプ配合情報（公称基準、実配合基準）が関係部門に伝達されていな

かった。 

・ 製造現場では、古紙パルプ配合率を厳守すべき品質基準として認識されてい

なかった。 

・ パルプバランス、製品製造の取り合わせなどの操業効率を優先したことによ

り、古紙パルプ配合率が未達となった。 

ｃ）受注プロセス上の不備 

・ 営業部門は工場製品課、品質保証部は工場技術環境室が情報伝達ルートであ

るが、双方の情報が共有されていなかった。 

・ 製造現場で使用される品質基準書に記載されていた当初の古紙パルプ配合

率が、品質対応で配合変更されると、新たな基準に置き換えられる形で運用

されていた。 

３）品質上の要請 

・ 白色度、チリ、強度、カールなどの品質トラブルへの対応のため、古紙増配が

困難であった。 

４）顧客の要望への対応 

・ 表示と内容との整合性の重要性と、顧客に対する説明責任への認識が低かった

為に、下記の対応を行った。 

・ 顧客の再生紙販売戦略による、早期の製品開発要望に安易に対応した。 

・ 代理店からの品揃えの要望に安易に対応した。 

・ 品質を保ったまま古紙高配合品を製造するといった相反する要望に安易に

対応した。 

５）受注優先 

・ 失注を回避しようとした。 

６）設備能力の不足 

・ 再生紙需要の急速な増加により、古紙パルプ製造設備の能力アップが追いつか

なかった。 

７）古紙調達の問題 

・ 良質の古紙調達が困難となった。 
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３．２ 受注から生産および納品におけるシステム的要因の詳細 

上記の通り、受注から生産、納品におけるに流れの中で、従来の業務システムには

乖離を許してしまった要因が内在していました。再発防止策に適用するため顕在化を

図った要因は次の通りです。 

１）営業判断による受注（別紙５の①を参照） 

営業部門の判断のみで、公称と実配合が乖離したまま受注してしまった例が多いこ

とがわかりました。結果として、製品の製造を管理すべき生産部、また品質を管理す

る品質保証部が介在できておらず、実際に基準どおりの古紙パルプ配合率で製造でき

るかどうかを確認せずに、受注されていました。 

２）配合率基準の認識不足（別紙５の②を参照） 

古紙パルプ配合率を遵守すべき品質基準の１つとして認識していなかった事実を確

認しました。製造現場では、要求される品質に沿った製品を得るため、品質基準書を

元に製品を製造します。品質基準書には、製品の白色度、厚さ、平滑性、不透明度な

ど、主に印刷や包装といった紙の用途に要求される品質、およびその品質を得るため

に各種工程で調整する機械の設定などについて詳細に記載されています。しかしなが

ら、古紙パルプ配合率は、必ず守らなければならない項目として記載されておりませ

んでした。実際に、品質基準書に記載されていた当初の古紙パルプ配合率が、品質対

応で変更されると、その実績配合率が新たな基準として置き換わる形で運用されてい

ました。その結果、そうした運用が何回か繰り返されたことにより、他の品質要望は

遵守しているものの、工場における古紙パルプ配合率の基準そのものが、確認もなさ

れないまま安易に変更されていました。 

３）実績配合率の確認不足（別紙５の③を参照） 

古紙パルプ配合率の基準があるにもかかわらず、配合率を守るべき基準と認識して

いなかった為に、製造された製品の古紙パルプ配合率実績を確認する行為そのものが

なされていませんでした。工場内でチェックされておらず、また品質を管理する品質

保証部でも明確に管理されていませんでした。 

４）実績配合率の監視体制の不備（別紙５の④を参照） 

古紙パルプ配合率を管理・監視する責任があいまいとなっており、内部監査や第三

者監査といったことも実施されていませんでした。そのため、実務部門に対する牽制

も、是正処置もおこなわれず、そのまま基準との乖離が維持されていました。 

 
３．３ 技術的要因の実例 

技術的に古紙パルプ配合率を上げられなかった原因の根拠として、以下の事例があ

りました。 
１）購入古紙の品質 
近年、中国への古紙の輸出などにより古紙の絶対量が不足し、日本の製紙会社が購
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入する古紙は相対的に質の悪いものが増加している傾向にあります。Ｆ工場において

製造した古紙パルプに含まれるダート、いわゆる印刷インキ等の粕の時系列データを

次に示します。 
年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 
個数※ ３,１００ ４,１００ ４,７００ ５,６００ ４,９００ 

※）１ｍ２あたりに存在する径が１００μｍ以上のダート個数 
また、Ｉ工場において製造している古紙パルプの白色度が、平成１５年には６３％を

維持していたものの、平成１９年には６１％を切るまでに低下してきています。再生

紙に用いる古紙パルプの原料は新聞古紙を主体にしていますが、製造設備の改善、脱

墨用薬品の改良、脱インキの不十分な古紙パルプの系外排出量増などにも関わらず、

古紙パルプの品質が維持できなくなっています。 
２） 印字適性 
古紙パルプを配合した６４ｇ／ｍ２のＰＰＣ用紙にて、コピー機（高速プリンター）

での走行性を確認した結果の一例が次の表です。 

古紙パルプ配合率 ４０％ ７０％ ８５％ １００％ 
紙詰まり ○ ○ △ × 

温度や湿度の変化に伴う紙の収縮や、紙が丸まるカールによって、コピー機内でＰＰ

Ｃ用紙が紙詰まりを起こします。古紙パルプ配合率を高めると、紙詰まりを多発させ

る傾向があります。 
 
３．４ 受注判断に至った責任の所在 

３．４．１ 受注の流れ 

これまで製造されたことのない製品の受注（以下、新規受注）に関しては、営業部

門の部長が品質保証部長と生産計画を所管する部門長と連名で各工場の工場長、技術

環境室長、製品課長宛に顧客より要望のあった仕様の試作依頼をＦＡＸにて連絡する

ところから始まります。工場の技術環境室は品質基準書を作成します。抄造が可能と

なれば、工場は営業部門に連絡し、営業部門は代理店から提示された価格を検討しま

す。最終的な受注の判断は営業部門の部長が行います。しかし、以前に製造され、品

質基準書が既にある製品の受注（以下、通常受注）に関しては営業部門の課長クラス

で受注の判断が行われているケースが多いことがわかっています。 

 

３．４．２ 責任の所在 

新規受注および通常受注の双方において、コンプライアンス意識の欠如という問題

が根底にありますが、関係部門間の責任と権限が不明確であったことなどによる内部

牽制の欠如、さらに通常受注においては営業課長クラスの判断だけで受注が可能であ

ったという仕組み上の問題がありました。このような問題があったということを踏ま
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え、責任の所在を以下に記述します。 

新規受注時において、公称と実配合が乖離したままで受注をしているのであれば、

営業部門の部長が責任を負うべきです。通常受注時においては、営業部門の課長クラ

スは乖離の事実を知り得た場合、部長に報告する義務はありますが、乖離を理由に自

らの判断で受注を断ることはできません。営業部門の部長は乖離の事実に関する報告

を受けた場合、受注の判断における責任を負うべきです。調査におけるヒアリングで

は、新規受注の製品を販売するにあたって、乖離の始まった当時の営業部門の本部長

は当該製品の配合について知り得る立場にあったと考えられます。公称と実配合が違

うのであれば、営業部門の本部長は、是正を指示しなければならない立場にあったこ

とにより、上長としての監督責任を負わなければなりません。 

受注のプロセスの中で、品質基準を設計・管理する品質保証部、生産計画を所管す

る部門、工場の技術環境室の各部門長および工場長は、公称と実配合が相違するとい

うことを知り得た場合には、営業が受注を判断する過程で内部牽制すべき責任を負う

べきです。 

乖離の継続を止める責任については、受注を判断する営業部門の部長に直接的な責

任があり、営業部門の本部長は上長としての監督責任があります。また、品質保証部

長、生産計画を所管する部門長、工場長、工場の技術環境室長は、乖離の事実を知り

得た場合には、乖離の継続に対し内部牽制すべき責任があります。 

 

３．５ 経営者の認識 

受注判断の調査を実施し、認定した事実関係から導かれる本件のコンプライアンス

上の問題について、経営者の認識は次のとおりです。 

洋紙営業本部、情報・産業用紙営業本部、受注に関連する特定の部門および工場で

は、古紙パルプ高配合品の公称と実配合に乖離があるということを受注判断した当初

から認識していましたが、長い間、営業本部内、特定の関連する部門および工場の問

題として考えられてきました。 

グリーン購入法が適用開始となった平成１３年以降、営業本部および一部の工場長は

公称と実配合の乖離を問題として捉えていましたが、当初の受注判断以降、乖離の状態

に慣れてしまい、コンプライアンス上の問題としての重要性を認識することができず、

経営者への問題提起がなされませんでした。その結果、古紙パルプ配合率の乖離につい

ては古紙パルプ設備増設の検討に留まっていました。また、古紙パルプ配合率について

は努力目標として捉えられてきました。なお、代表取締役社長および代表取締役副社長

は、工場長在任時代に、当該工場の生産品目について乖離の事実があることを、営業と

のやり取りにおいて関知していましたが、当時、コンプライアンス上の重要な問題と認

識していませんでした。 

平成１８年１２月、洋紙営業本部は独自の環境コンセプトに基づく新製品の提案を
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行い１００％品配合の再生紙からの撤退を表明し、総合的に環境にやさしい製品を販

売する戦略に転換することを経営者に報告しました。また、平成１９年３月、情報・

産業用紙営業本部は、情報用紙の新しい環境対応戦略と生産体制の再編を経営者に報

告しました。これらの報告を受け、経営者は公称と実配合が相違すること、およびこ

のことがコンプライアンス上の問題であることを認識するに至りました。本来、コン

プライアンスの観点からすれば、この時点で乖離がある旨の情報開示をした上で、是

正措置を検討すべきであったと判断します。 

 
 
４．再発防止策 

以下、再発防止策を、当初の緊急・暫定の対応策、および恒久的再発防止策に分け

て記載します。なお、再発防止策については、非木材パルプについても対応可能な手

法としています。 

 

４．１ 緊急および暫定の対応策 

１）納入先に対する乖離状況の報告 

営業部門の担当者が納入先に出向いて口頭、もしくは文書にてお詫びと乖離内容の

説明を行っています。代理店等の流通を通して問い合わせのあった納入先に対しては、

同様に文書を作成し、流通を通じて回答しています。 

 

２）乖離問題報道後のこれまでの緊急の対応策 

該当品の生産および出荷を停止し、当該製品に関する一切の受注を中止しました。

その後、以下の対応をしています。 

① 製品に古紙パルプ配合率の表示がある場合 

使用を希望しない顧客からは製品を返品してもらい、代替品の提案等個別に対

応しています。使用を希望する顧客に対しては、適正な表示に改めた上での再出

荷、または製品に古紙パルプ配合率が表示と異なる旨の文面を記載したラベルを

貼付した上で販売しています。なお、返品された製品が無駄にならないよう、顧

客の了解をもらい再販売に努めています。 

② 製品に古紙パルプ配合率の表示がない場合 

使用を希望する顧客に対しては、実配合率を説明し了解をもらった上で販売を

行っています。 

 

３）再発防止策実施までの暫定の対応策 

暫定で営業部門、製造部門、品質保証部門などによる相互確認を行うなどして受注

および生産を行っておりましたが、２月１４日付けで「古紙パルプ配合処方の社内確
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認ルールについて（暫定）」を関係部門に発信し、運用を開始しました。この暫定ルー

ルは、受注および生産に当たり営業、原材料調達、生産管理、製造、品質保証の各部

門で、契約面（遵法性など）および供給面（量、品質、原料、継続性など）を確認し、

対応可否を総合判定するものです。恒久的再発防止策が本格稼動するまでのものであ

り、受注および生産が不可能な製品ならびに消費者に誤解を招く製品の受注や生産を

防止することを主な目的としています。 

 
４．２ 恒久的再発防止策 

再発防止策は、乖離の発生時期と経緯および原因の調査結果に基づき、システム面

とコンプライアンス面の２点から検討しました。 
４．２．１ 受注・生産におけるシステム面からの対応 

１）営業判断による受注の抑止（別紙６の①を参照） 

営業部門が、基準どおりの古紙パルプおよび非木材パルプ配合率で製造できるかど

うかを確認せずに受注してしまうことのないように、営業部門は、原材料調達、生産

管理、製造（工場、生産部）、品質保証の各部門に顧客要望を連絡し、受注の可否は、

営業部門だけでなく、品質を管理している品質保証部、および生産に携わる工場の技

術環境室の３つの部門で判断します。ここでは、品質を確保するのに必要な古紙パル

プ配合率の限度や、工場の古紙パルプ製造能力を考慮した上で、生産が可能かどうか

を見極めます。生産が可能と判断されれば受注が可能になり、社内で管理する配合率

を保証する銘柄リストに登録し、その情報を本社と工場で保管・共有します。 

 

２）配合率基準の重要性認知不足の抑止（別紙６の②を参照） 

配合率を遵守すべき品質基準の１つとして認識していなかったという意識を変革す

るため、社内で統一した「品質仕様書」を作成します。「品質仕様書」には古紙パルプ

配合率の基準などを明記して工場（技術環境室）が作成、営業部が確認、品質保証部

が承認し、本社および工場で共有します。工場では製品を製造する都度、各種の品質

基準や製造機械の設定などを明記した「品質基準書」を作成します。この「品質基準

書」を作成する際、社内で共有されている「品質仕様書」に明記されている古紙パル

プ配合率などの各種基準を「品質基準書」に転写し、製品を製造します。 

 

３）実績配合率未確認の抑止（別紙６の③を参照） 

製品製造後に工場で配合率を確認するとともに、品質保証部において実績を確認し

ます。顧客から配合率の保証に関する書類の提出要望があった場合には、製品におけ

る配合率の保証は品質保証部が行い、営業部門から顧客に提出します。 

 

４）手順書の作成と監査の実行（別紙６の④、および別紙７を参照） 
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上記の受注から生産、配合率の実績確認までを配合率管理手順として文書化し、本

社・支社・工場すべてで運用します。配合率管理手順書には、各部門（長）の責任を

明記します。運用状況は内部監査でチェックするとともに第三者監査を受けることと

し、監査によって内部と外部からの牽制を確保します。また、万が一、違反事例が見

つかった場合の是正処置も実施されるようにします。第三者監査は、森林認証制度で

あるＦＳＣ、ＰＥＦＣの審査機関であるＳＧＳジャパン（株）に委託し、すでにモデ

ルケースとして本社（２月１８日）、八代工場（２月２１日）において監査を実施し

ました。今後、順次他の工場にも展開していきます。なお、弊社も参加している日本

製紙連合会で決定される検証方法との整合性の確保にも努めます。 

 

５）顧客に対する表示と説明責任の履行（別紙６の⑤を参照） 

汎用品についてはウェブサイトで「品質仕様書」を公開し、その他の特注品やＯＥ

Ｍ品といった特定銘柄については、要望があった場合に顧客に提出します。 
 

４．２．２ コンプライアンス面からの対応 

古紙パルプおよび非木材パルプの配合率を遵守すべき事項として自覚していなかっ

たこと、また、遵守すべき事項として認識した後においても是正してこなかった事実

から、社員のコンプライアンスを徹底する必要があります。次に掲げる手法によりコ

ンプライアンスを徹底します。 

１） コンプライアンス教育の徹底 

ａ）役員・社員コンプライアンス研修の実施 

・コンプライアンス一般研修 

 これまで実施してきたコンプライアンス一般研修の内容を再検討する他、人事

部が主催する各種教育とタイアップして教育の実効性を確保し、現行の本社階層

別コンプライアンス研修に加え、新たに工場階層別研修にもコンプライアンス研

修を組み込みます。 

・コンプライアンス特定分野研修 

 特定の法令や職種に関する研修を実施します。特に平成２０年度上期には、営

業部門・品質保証部門・製造部門（工場）を対象に、このような問題の再発防止

のための研修を実施します。 

ｂ）コンプライアンス担当者育成・レベルアップ研修の実施 

 コンプライアンス室員およびグループ会社のコンプライアンス担当者に対する研

修を実施し、担当者のレベルアップを図るほか、工場またはグループ会社において

研修を実施する際に研修講師を務められるようにします。 

ｃ）コンプライアンス意識・理解度テスト、アンケートの実施 

日本製紙(株)およびグループ会社の全社員を対象に定期的に「コンプライアンス
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意識・理解度」を測るテスト、アンケートの実施を検討し、分析・評価結果に基づ

く重点課題を抽出して、次の研修計画につなげます。 

 

２）コンプライアンス体制の再構築 

ａ）コンプライアンス体制の強化 

・コンプライアンス担当組織の改正・強化 

コンプライアンス上の問題に対し機動的に対応し、またコンプライアンス教

育・啓発を一層推進するため、組織の改正・強化を検討します。 

・企業倫理委員会およびグループコンプライアンス連絡会の活動の活性化を図り   

コンプライアンス情報の共有化と問題意識の向上を図ります。 

ｂ）グループ内部通報制度（日本製紙グループヘルプライン）の周知徹底 

当社およびグループ会社に対し、現行の日本製紙グループヘルプラインの設置目

的と利用方法について、さらに周知徹底し、通常のマネジメントライン以外の情報

伝達体制を確保します。 

ｃ）統制、監視機能の強化 

コンプライアンス監査の実効性向上のため、監査役会、経営監査室、コンプライ

アンス室の情報交換を密にして、三者の連携を強化します。 

 
 

以 上 



別紙１ 乖離の発生時期と経緯および原因の調査結果 

 
 
Ⅰ．乖離の発生時期と経緯および原因の調査結果 

１）印刷用紙／コート紙 

ａ）乖離発生の経緯 

平成１０年８月 大昭和製紙(株) リサイクルコート・マット発売開始 

実配合不明 

平成１０年１２月 日本製紙(株) ＮＰｉコートランド１００・１００（Ｍ）を１

００％再生紙として発売。（生産工場：石巻工場） 

古紙配合率概ね１００％、薄物に関しては品質対応（強度）の

ためＬＢＫＰを配合。 

平成１３年４月 日本製紙(株) 

日本加工製紙(株)の救済を兼ねて、マットの一部のみ自社に残

し、ＯＥＭ生産に移行。（日本加工製紙品における実配合率は

不明） 

平成１４年４月 日本製紙(株)と大昭和製紙(株)における製品の銘柄統合作業

の中で、日本加工製紙品を統合銘柄にすることを決定。 

一方、日本加工製紙(株)に信用不安があり、大昭和製紙(株)

吉永工場での生産を準備。 

平成１４年５月 日本加工製紙(株)が自己破産。 

平成１４年７月 日本製紙(株)/大昭和製紙(株) 

リサイクルコート１００・マット１００として銘柄統合を実施。

吉永工場で生産した製品の発売を開始。 

実配合率は７０％程度、日本加工製紙(株)ＯＥＭ品から自製に

切り替えた時に品質対応のため古紙パルプを減配。その後、品

質クレームでさらに減配。 

平成１９月６月 リサイクルコートＴ-６・マットＴ-６を発売。 

（独自の環境コンセプトに基づく「グリーン・プロポーション

再生紙」） 

平成１９月９月 再生紙再編により、リサイクルコート１００・マット１００の

生産・販売を中止(Ａ２/Ａ３コートの古紙パルプ高配合品はな

くなった) 

 

ｂ）乖離発生の原因と背景 

・ 平成１４年に発売を開始したリサイクルコート１００・マット１００は、古紙



パルプ配合率１００％品であるにもかかわらず、吉永工場で生産した製品は品

質、操業面での制約を理由に乖離が発生した。また、石巻工場で生産された製

品は、抄紙機（マシン）の規模と工場内の古紙パルプバランスにより古紙パル

プを高配合できなかった。 

・ 平成１４年の銘柄統合においては、リサイクルコート１００・マット１００の

古紙パルプ配合率を７０％に修正する選択肢もあったが、既に１００％品が市

場に定着していたこともあり、急激な変更をしなかった。 

・ 代理店およびユーザーは、古紙パルプ高配合の再生紙であっても品質を重視し

ていたため、結果的に古紙パルプ配合率を遵守する意識がおろそかになった。

特に、代理店からは、競合他社が古紙パルプ高配合の再生紙を供給していれば、

品揃えを充実させるために日本製紙(株)にも強い要請があった。 

・ 古紙パルプ高配合の再生紙の需要が高まり、定着してしまったため、営業部門

の担当者および責任者が受注を断るのは、かなりむずかしかった。結果的にコ

ンプライアンスの意識よりも販売を優先してしまった。 

・ 平成１４年、ＯＥＭ生産を委託していた日本加工製紙(株)が自己破産したこと

を受け、営業判断により自社で古紙パルプ高配合の再生紙の生産をすることを

決定した。石巻工場、吉永工場において品質面、操業面での対応が困難であっ

たため、乖離が拡大した。 

・ 平成１８年の再生紙の再編の作業の中で、７０％の配合率の再生紙品の確保に

ついて、営業部門より要請があり試抄を行った。しかし、少量生産であれば可

能であったが、石巻７号マシンでの大量生産は難しいということで断念した。

その代替案として、米坪６％カットのＴ-６品が登場した。 

・ 営業部門の担当者および責任者は、配合率が公称と実配で相違することを代理

店に告知することはほとんどなかった。そもそも配合率に対する意識はごく最

近まで低かったという証言があった。 

 

２）印刷用紙／上質紙 

ａ）乖離発生の経緯 

平成５年以前 山陽国策パルプ(株) 

リフレッシュランド（当時の名称はＳＫリフレッシュ）を販売。 

古紙パルプ配合率は公称７０％以上。販売開始時期、実配合不

明。 

平成７年 リフレッシュランドを旭川工場から石巻工場に移抄。 

古紙パルプの実配合１０％でスタートし、そのまま乖離が継続。

理由は品質面、および色相合わせ。 

平成１０年１１月 リフレッシュランド１００を発売。 



当初の古紙配合率に乖離は認められない。 

平成１１年頃より古紙パルプの能力不足により乖離が発生。 

平成１４年７月 日本製紙(株)、大昭和製紙(株)の経営統合に伴い、再生上質紙

のブランド名をリサイクル上質とリサイクル上質１００に統

一（リフレッシュランドシリーズからの名称変更）。 

平成１９年６月 独自の環境コンセプトに基づく「グリーン・プロポーション再

生紙」としてラインナップを再編成。 

「リサイクル上質」（古紙配合 ３０％程度／従来７０％） 

「リサイクル上質７０」（同 ７０％以上／従来１００％） 

「リサイクル上質T-６」（同 ７０％程度／新製品） 

 

ｂ）乖離発生の原因と背景 

・ 平成１０年以降、再生紙へのユーザーニーズの広がりにより再生上質紙の販売

量増加によって古紙パルプ製造設備が能力不足の状態になった。 

・ 再生上質紙に対するユーザーの強いニーズに対し、営業部門は供給責任を第一

に考え、受注を断ることができなかった。 

・ 再生上質紙については、当社は後発メーカーであったため、営業部門では販売

減となることを避けたいとの思いがあった。 

・ 代理店やユーザーからのクレームは印刷適性など品質に関するものが殆どであ

り、古紙パルプ配合率を問われることも無かったため乖離についての問題意識

が低かった。 

・ 生産工場においては、技術環境室および製品課にて基準配合との乖離は認識し

ていたと思われるが、古紙配合率を顧客に保証していることに対する重要性の

認識に欠けていたため乖離を是正する働きかけは取られなかった。 

・ 品質保証部は、新規製品の受注受付時に営業部門の部長とともに工場へ検討依

頼を行なうが、この依頼を受けて工場にて作成された品質基準書に公称古紙パ

ルプ配合率が守るべき基準として明記されていなかった。 

・ 品質基準書に記載されていた当初の古紙パルプ配合率は、実抄造時の品質対応

で配合変更が行なわれると、変更された配合が新たな基準に置き換えられる形

で運用されていたため公称古紙パルプ配合率との乖離は是正されない結果とな

った。 

 

３）印刷用紙／再生高白色葉書用紙 

ａ）乖離発生の経緯 

平成４年～ 寄付金付広告付き葉書（グリーンエコーはがき） 

平成５年～ 暑中見舞い用葉書 



平成８年～ 年賀葉書の再生紙化 

平成１５年～ 通常葉書 

※ 生産工場はいずれも八代工場、仕様書上の古紙パルプ配合率は４０％（各葉

書共通） 

古紙パルプ配合率の実績（各葉書共通） 

平成４年 ６％ 

平成５年 ４％ ※印刷時の紙剥け対策で減配 

平成６年 ３％ ※印刷時の紙剥け対策で減配 

平成７～１１年 １％ ※夾雑物（チリ、墨玉）改善の為減配 

平成１２年 ５％ ※古紙パルプ白色改善の為増配 

平成１３～１４年 ３％ ※夾雑物（チリ、墨玉）指摘厳しく減配 

平成１５年～ １％ ※夾雑物（チリ、墨玉）指摘厳しく減配 

 

ｂ）乖離発生の原因と背景 

・ 再生高白色葉書用紙を最初に受注した平成４年前後においては、工場内発生損

紙も古紙として使用できるものとの認識が社内にはあった。 

・ 平成３年４月に発足した「郵便分野における再生紙の活用のあり方に関する調

査研究会」において古紙配合４０％が望ましいとの考え方が示され、その後、

郵政省及び大蔵省印刷局より「古紙の配合は４０％、色合い及び品質は現行葉

書に近いもの」との要望が出された。 

・ 平成４年７月頃、最終的に古紙配合４０％との仕様が決まっているが、当時の

営業部門の受注担当者によれば、八代工場から工場内発生損紙を含めれば古紙

の４０％配合が可能であるとの情報を得て、受注判断に至った。 

・ しかし、工場内発生損紙を除いた古紙パルプの実配合率は６％であった。なお、

工場内発生損紙の配合率については、データが残っておらず今回の調査では把

握できなかった。 

・ その後、工場内発生損紙が古紙パルプとして認められないことがわかり、古紙

パルプの増配をすべきだったが、増配した場合、古紙由来のチリ、墨玉等の夾

雑物が多くなり品質を確保できないため、配合率が低いまま受注を継続してい

た。 

・ 一方、入荷する古紙の品質低下、異物混入に対する品質管理要望が高まり、上

記のように古紙の配合率を落として対応せざるを得ず、乖離を是正することな

く今日に至った。 

 

 

 



４）情報用紙／ＰＰＣ用紙 

ａ）乖離発生の経緯 

平成２年 山陽国策パルプ(株) 

ハードメーカー向けの古紙パルプ配合率７０％品を製造。 

古紙パルプは社内外から購入し、実質配合率は５０％程度。工

場内発生損紙２０％程度を含めれば公称ベースであった資料

を確認した。（小松島工場資料） 

平成２年 十條製紙(株) 

リボンＰＰＣ（汎用品）発売。（古紙７０％品） 

配合率４０％からスタート（営業会議資料） 

平成２年 大昭和製紙(株) 

ハードメーカー向けの古紙パルプ配合率７０％品を製造。 

実配合率は確認できなかった。 

平成４年 旧十條製紙(株) 

リボンＰＰＣホワイト発売。（古紙７０％、白色度７５％） 

リボンＰＰＣクリーン発売。（古紙７０％、白色度８０％） 

リボンＰＰＣナチュラル発売。（古紙７０％、白色度７０％） 

実配合率は確認できなかった。 

（平成 ９年 他社から古紙パルプ配合率１００％、白色度７０％の製品が発

売 → 他メーカー追随） 

平成１０年 日本製紙(株) 

リボンＰＰＣナチュラル１００発売。（古紙１００％、白色度

７０％） 

リボンＰＰＣクリーン１００発売。（古紙１００％、白色度８

０％） 

実配合率は確認できなかった。 

平成１０年１０月 ハードメーカー向けの古紙パルプ配合率１００％、白色度７

０％品を小松島工場で生産開始。 

試抄配合率は１００％だったが、平成１１年の配合率は４２％

（小松島工場資料） 

平成１０年１２月 大昭和製紙(株) 

ハードメーカー向けの古紙パルプ配合率１００％、白色度８

０％品を製造。 

実配合率は確認できなかった。 

以降、証言・資料等から、古紙配合率を増加させるべく社内的

にも努力をしていた形跡は認められるが、同時にカール等の品



質問題や、品質・白色度向上の要請もあり、その対応を優先し

たことも認められた。 

 

ｂ）乖離発生の原因と背景 

・ 平成２年前後の再生ＰＰＣ草創期では、都市ゴミ問題に端を発する「再生紙」

への社会的要請という大きな流れの中、製紙メーカー・ハードメーカーともに

「回収－リサイクル方式」の確立を急いでいた。小松島工場では、社内外から

の古紙パルプ購入と場内発生損紙を含むことによる公称（７０％）どおりとす

る製品を製造していた。 

・ 一方、当時の営業担当者の証言では、「当時は都市ゴミの中でも特に目立ってい

たＯＡ用紙を減らすための再生ＰＰＣ開発」が主眼であったとのことであり、

古紙パルプ配合率は高いことにこしたことはないが、技術開発の努力目標とし

ての認知となっていたことが推定される。営業部門担当者の証言に多くあった

「古紙パルプ配合率＝努力目標」といったことが以降、社内的に醸成されてい

ったのではないかと考えられる。 

・ 平成６年頃、オフィス町内会が「白色度７０％」の推奨を開始し、古紙利用の

拡大には白色度が低いものがいいという意識が広がる。 

・ 平成９年、他社から古紙パルプ配合率１００％、白色度７０％の製品が発売さ

れたことにより、当社にも開発要請が強まる。証言では「『技術はついてくる』

という認識で見切り発車をした。古紙１００％品については、時を置かずにで

きると思っていた」「小松島工場ではパルプ設備がないため、購入古紙パルプを

使えば１００％品を製造できると推定していた」「開発当初から本抄造での１０

０％古紙配合は困難であると認識していた」「ユーザーからの要請にノーと言え

なかった」「他社は出来ているかもしれないという疑心暗鬼」などが得られてお

り、営業部門・品質保証部門をはじめとする関係部門に「古紙配合率の乖離」

に対する重要性・問題性の認識の薄さが感じられる。 

・ 一方、当社もＰＰＣ生産主力工場で古紙パルプ製造設備の増産・品質対策工事

を逐次行ってきているが、「ＰＰＣ古紙１００％品が市場に浸透していくのと同

時期に、ハードメーカーの高速プリンターも急速に普及しており、品質面での

要求が厳しくなってきた。」との証言もあり、これを理由とすることは本末転倒

であるが、古紙配合率を増加させることの難しさがあったことも事実で、長期

に亘り乖離の状態を継続させた一因ではあると考える。 

・ 当時の営業担当者より、平成１０年の古紙１００％品販売時でさえ「古紙の定

義が曖昧だった」との証言があった。この「古紙の定義」は平成３年の通産省

（当時）通達で示されているが、社内に対する周知がなされていないことがわ

かった。 



Ⅱ．乖離是正への対応 

１．古紙パルプ設備投資および増強等 

(１)石巻工場 

平成１０年 古紙パルプ品質対策工事 

平成１０年 古紙パルプ脱インキ強化工事 

平成１２年 古紙パルプ 設備新設（２００t/日） 

平成１３年 古紙パルプ 増産（２０t/日増） 

平成１５年 古紙パルプ 増産（２０t/日増） 

平成１９年 古紙パルプ 設備新設（４００t/日） 

(２)岩沼工場 

平成１９年 古紙パルプ設備新設（２００t/日） 

(３)小松島工場 

平成１０年 古紙パルプ設備新設（６０t/日） 

平成１１年 古紙パルプ品質対策工事 

平成１５年 古紙パルプ品質対策工事 

(４)八代工場 

平成１１年 再生紙生産対策工事（Ⅱ系Ｆ－古紙パルプが生産可能となる） 

平成１４年 再生紙生産対策工事（Ⅱ系Ｆ－古紙パルプ増強し、４・６・Ｎ

１号マシン高配合化） 

平成１５年 ＰＰＣ品質対策工事（Ｎ１マシン カール問題の解消） 

平成１９年 古紙パルプ品質対策工事 

 

 

Ⅲ．エコマーク等古紙パルプ配合率基準への対応 

平成１年 ２月 エコマーク制度開始 

古紙配合基準：印刷用紙３５％、ＰＰＣ用紙５０％ 

 

平成９年９月 ［製紙連］エコマーク認定基準の改定案において、古紙配合率

は印刷用紙４０％以上、ＰＰＣ用紙５０％以上にしてほしい、

古紙配合率７０％は技術・経済・環境的に難しいとの要望書を

提出。（「情報用紙及び印刷用紙のエコマーク認定基準改定案に

対する意見及び要望」） 

 

平成９年１１月 エコマーク認定基準の改定 

印刷用紙３５％⇒５０％、ＰＰＣ用紙５０％⇒７０％ 

 



平成１０年１０月 率先実行計画に基づく紙類に係る分野別ガイドラインが制定。 

平成１２年度末を目途に、情報用紙の古紙配合率７０％⇒１０

０％、印刷用紙５０％⇒７０％への引き上げることが明示 

 

平成１２年１０月 [製紙連]グリーン購入法の調達基準につき古紙配合率７０％と

するよう要望。７０％品と比べ１００％品は環境負荷・製造コ

ストが大きい。７０％品の普及拡大は古紙利用拡大に寄与しう

る。（「グリーン購入法の調達基準案に係わる要望について」） 

 

平成１２年１２月 グリーン購入法のパブリックコメント「コピー用紙の基準の古

紙配合率１００％は高すぎる。」との意見に対し、環境庁検討委

員会で「分野別ガイドラインで平成１２年度末を目途に１０

０％とするとされており、環境庁はじめ官庁等が既に１００％

コピー用紙を使用している。１００％より下げる理由は見当た

らない。」との見解が提示。 
 
平成１３年１月 エコマーク認定基準の改定 

古紙配合基準：印刷用紙５０％⇒７０％、ＰＰＣ用紙７０％⇒

１００％ 

 

平成１３年４月 グリーン購入法施行 

古紙配合基準：印刷用紙７０％、ＰＰＣ用紙１００％ 

 

平成１４年１１月 [当社]エコマーク認定基準の改定案において、ＰＰＣの古紙配

合率１００％が維持されたことに対し、反対意見書を提出。古

紙パルプ１００％に強く反対。適正な古紙配合率基準を検討し

直すことを求める。（「エコマーク商品類型基準案に対する意見

提起」） 

 

平成１５年２月 エコマーク認定基準の改定 

古紙配合基準は変更なし：印刷用紙７０％、ＰＰＣ用紙１００％ 

※ 配合率が古紙配合率（（古紙＋購入古紙パルプ）／全繊維原

料）から、古紙パルプ配合率（古紙パルプ／（バージンパルプ

＋古紙パルプ））に変更される。 

 

平成１５年 [当社] 当社ブランドＰＰＣ用紙からエコマークを削除 



 

平成１６年１０月 エコマークにおいて古紙の定義を改定 

※ 産業古紙の例外規定として、「原紙の製造工程内で発生し、

再び同じ工程内で原料として使用される紙は除く」が「原紙の

製造工程(工場)内で発生し、再び同じ工程(工場)内で原料とし

て使用される紙は除く」に変更される。 

 

平成１８年１月 [当社] グリーン購入法の基準見直し案につき環境省に対しパ
ブリックコメントを提出。ＰＰＣの古紙パルプ配合率１００％

を全廃すべき。ＰＰＣはじめ情報用紙や印刷用紙の古紙パルプ

配合率は３０％を下限とすべき。 

（「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」に定める特定調

達品目及びその判断の基準等の見直しの概要（案）への意見に

ついて） 
 

平成１８年１月 [当社] グリーン購入法に関する改定希望を製紙連に提出。７
０％という数値基準は踏襲するものの、古紙パルプ＋環境配慮

型パルプ＝７０％以上、かつ、合法的な材を使用とする。ただ

し PPCは、古紙パルプだけで５０％以上とする。（「グリーン購
入法に関する改定希望内容」） 

 

平成１９年４月 [当社]当社独自の環境コンセプト「グリーン・プロポーション」

に基づき、印刷用紙の再生紙のラインナップを再編成。古紙配

合率１００％品を廃止することを発表。 

 

平成１９年５月 [当社]「グリーン・プロポーション」に基づき、ＰＰＣ用紙を

発売。古紙配合率７０％品・１００％品を廃止することを発表。 

 

平成１９年７月 [製紙連]グリーン購入法の基準につき環境省に対し要望書を提

出。古紙配合率の引き下げ（特に１００％ＰＰＣは会員各社と

も生産継続が危機的）、及び環境配慮型パルプを判断基準に加え

ることにつき検討を依頼。（「グリーン購入法における紙類（情

報用紙及び印刷用紙）の特定調査品目の判断基準に関わる要望

について」） 
 
平成１９年７月 [当社]グリーン購入法の基準につき環境省に対し提案書を提出。



印刷用紙・フォーム用紙につき、古紙配合率７０％以上→古紙

パルプ＋環境配慮型パルプ＝７０％以上。ただし古紙パルプは

２０％以上。（「特定調達品目提案書」） 
 
平成１９年１２月 [当社]グリーン購入法の基準につきパブリックコメントを提出。

フォーム用紙につき、古紙配合率７０％以上→ただし古紙パル

プ７０％のうち３０％を上限として環境配慮型パルプに置き換

えても良い、を追加すべし。（「環境物品等の調達の推進に関す

る基本方針」に定める特定調達品目及びその判断の基準等の見

直しの概要（案）への意見募集について） 
 



別紙２　　古紙パルプ配合率乖離品実績（印刷用紙）

公称 H15 H16 H17 H18 H19/上 H19/下※ 15/上 15/下 16/上 16/下 17/上 17/下 18/上 18/下 19/上 19/下

% % ｔ/月 ｔ/月 ｔ/月 ｔ/月 ｔ/月 ｔ/月 % % % % % % % % % %

上質紙 リサイクル上質100 100 75 ～ 82 2,910 3,574 3,887 4,256 4,309 － 81 77 82 79 78 75 75 76 80 － 石巻(4･6)、富士(7･11)

中下級紙 グリーンランド100 100 67 ～ 83 491 425 531 502 287 － 71 72 67 70 73 68 70 71 83 － 石巻(4･6)

上質コート紙 リサイクルコート100 100 43 ～ 64 2,436 2,752 2,990 2,975 2,836 － 43 55 53 53 58 64 62 63 57 － 吉永(N2)

リサイクルマット100 100 44 ～ 63 3,223 3,759 4,616 5,234 4,852 － 44 57 55 51 57 62 58 63 58 － 吉永(N2)

小計 44 ～ 63 5,659 6,511 7,607 8,209 7,688 － 44 56 54 52 57 63 60 63 58 －

上質軽量コート リサイクルコートL100 100 26 ～ 62 992 708 811 1,084 971 － 37 27 26 33 30 28 38 53 62 － 石巻(7)、富士(13)

リサイクルコートＬマット 70 30 ～ 43 136 193 441 547 319 － 33 30 35 35 34 37 37 43 37 － 富士(13)

小計 27 ～ 56 1,129 901 1,252 1,631 1,289 － 37 27 28 34 31 32 37 50 56 －

微塗工印刷紙 リサイクルS-100 100 52 ～ 72 496 442 485 624 642 － 57 56 52 60 54 61 65 69 72 － 伏木(6)、富士(13)

リサイクルS2-100 100 86 ～ 100 700 661 514 415 367 － 94 94 86 88 94 100 95 97 96 － 富士(11･13)

リサイクルSソフト100 100 56 ～ 85 241 427 332 510 473 － 61 60 56 59 67 73 83 85 79 － 伏木(6)、富士(11)

小計 69 ～ 84 1,437 1,530 1,331 1,549 1,482 － 76 75 69 71 73 78 79 81 80 －

57 ～ 68 11,626 12,941 14,607 16,146 15,055 － 57 61 62 61 63 65 64 67 67 －

上質紙 PB/特抄品（30銘柄） 29 ～ 46 1,885 1,862 1,786 1,745 1,674 351 34 34 33 34 33 29 35 32 31 46 石巻(4)、富士(7)、八代(6)

中下級紙 一般品 70 44 ～ 54 3,435 3,175 2,993 2,863 2,608 － 49 48 48 45 46 48 45 44 45 － 石巻(4･6･8)、富士(7)、伏木(5)

PB/特抄品（22銘柄） 41 ～ 56 938 767 503 523 512 738 41 47 49 50 47 43 50 47 56 55 旭川(5)、石巻(6)、富士(7･12)、伏木(5)

小計 46 ～ 55 4,372 3,942 3,497 3,385 3,120 738 48 48 49 48 48 49 48 46 50 55 　　　　　　　　　

色上質紙 色上質 70 38 ～ 43 2,581 2,759 2,894 2,582 2,758 － 42 43 43 39 39 39 38 41 39 － 石巻(2)、富士(2･7)

再生色上質 100 44 ～ 71 401 130 162 170 44 － 44 61 67 67 67 69 70 71 71 － 石巻(2)、富士(2･7)

小計 40 ～ 44 2,982 2,889 3,055 2,752 2,801 － 42 44 44 41 40 41 41 43 40 －

上質コート紙 PB/特抄品（24銘柄） 13 ～ 26 1,665 1,951 2,119 1,478 1,481 1,643 15 14 13 13 19 19 26 23 25 25 石巻(N2・N4)

上質軽量コート PB/特抄品（23銘柄） 8 ～ 24 2,297 1,966 2,170 2,024 1,660 868 8 10 11 8 8 16 16 19 16 24 石巻(7･N4)、富士(13)

微塗工印刷紙 PB/特抄品（50銘柄） 27 ～ 50 3,169 3,358 4,278 4,099 4,035 3,770 30 30 29 27 45 50 44 41 40 32 富士(11･13)、石巻(8･N4･N5)、伏木(6)

中質コート紙 PB/特抄品（12銘柄） 33 ～ 46 1,865 2,029 1,705 1,904 1,053 943 43 39 40 38 37 33 36 45 46 43 石巻(7)、富士(11･13)

はがき用紙 郵便はがき 40 1 ～ 1 621 546 421 528 906 280 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 八代(6)

インディア 再生２５Ａインデア 5 0 ～ 2 － － 3 4 6 7 － － － － 2 0 0 0 0 0 伏木(4)

31 ～ 38 18,858 18,541 19,034 17,920 16,736 8,601 33 33 33 31 34 37 36 37 35 32

42 ～ 51 30,484 31,482 33,641 34,066 31,791 8,601 42 44 45 43 46 50 49 51 50 32

[注］

平成19年度下期の欄は平成19年10月～12月のデータであり、また数量は生産量です。

公表の通り平成19年10月でラインナップを再編成（生産中止・公称変更）しています。

生産工場とマシン番号
(塗工紙は原紙マシン)

古紙パルプ配合率（実績）販売数量

　　合　　　計

■グリーン購入法対象品

■グリーン購入法対象外

銘　　柄
古紙パルプ配合率

実績
品　　種

　　計

　　計



別紙３　　古紙パルプ配合率乖離品実績（情報用紙・封筒用紙）

生産工場とﾏｼﾝ番号

公称 H15 H16 H17 H18 H19/上 H19/下
※ 15/上 15/下 16/上 16/下 17/上 17/下 18/上 18/下 19/上 19/下 (塗工紙は原紙ﾏｼﾝ)

% % ｔ/月 ｔ/月 ｔ/月 ｔ/月 ｔ/月 ｔ/月 % % % % % % % % % %

■グリーン購入法対象品

ＰＰＣ用紙 ＰＰＣ用紙OEM品　*1 100 29 ～ 67 6,322 6,273 6,692 5,692 5,035 4,985 29 34 34 35 36 39 39 49 62 67 吉永(N1)、小松島(1)、八代(N1)

リボンナチュラル100 100 24 ～ 39 820 1,164 1,101 1,323 1,545 1,555 39 34 24 27 33 37 29 29 31 33 八代(N1)

小計 100 30 ～ 59 7,142 7,437 7,793 7,015 6,580 6,540 30 34 32 33 36 39 37 44 55 59

ノート用紙 再生ノート用紙 80 23 ～ 37 － 75 95 97 116 58 － － 34 23 31 32 36 35 37 35 吉永(N1)

フォーム用紙 リサイクルフォームＮ 70 4 ～ 42 443 513 481 431 504 412 42 19 11 11 8 12 8 4 4 5 吉永(N1)、鈴川(8)

リボンＮＩＰ 70 4 ～ 36 40 32 23 22 17 21 36 19 17 13 8 12 8 4 4 5 鈴川(8)

印刷用紙（情報関連） 情報関連印刷用紙OEM品 70 23 ～ 54 135 157 171 172 165 179 27 23 52 50 52 54 47 53 53 50 八代(4)

事務用窓付封筒（晒） ラッパ他晒クラフト 100 19 ～ 59 96 75 105 107 110 93 59 19 21 24 20 25 24 26 28 32 富士(7)

ラッパ他晒クラフト 70 4 ～ 12 941 820 1,134 1,119 1,051 670 12 11 11 12 8 6 6 4 4 8 鈴川(4)

事務用窓付封筒（半晒） ＲＣオリンパス 40 4 ～ 15 1,889 1,315 1,726 1,541 1,520 1,400 15 13 10 9 11 7 9 4 5 5 鈴川(4･7)

その他 記録紙原紙OEM品 100 0 ～ 1 519 527 587 512 391 210 0 1 1 1 1 0 1 1 0 1 白老(8)

25 ～ 43 11,204 10,952 12,116 11,015 10,452 9,583 25 26 27 25 26 29 27 31 37 43

■グリーン購入法対象外

ＰＰＣ用紙 ＰＰＣ用紙OEM品　*2 100 8 ～ 16 2,332 2,385 2,604 2,509 2,063 339 14 16 12 10 11 8 11 10 8 10 鈴川(8･9)、小松島(1)

リボンクリーン100 100 7 ～ 14 254 346 431 290 283 127 10 9 9 9 8 7 9 9 7 14 小松島(1)

ＰＰＣ用紙OEM品　*2 70 10 ～ 19 3,530 3,000 2,869 3,199 3,623 3,558 18 19 15 13 14 13 19 19 12 10 小松島(1)、八代(N1)

リボンＰＰＣシリーズ 70 14 ～ 22 398 465 557 578 547 244 22 20 19 16 15 14 22 19 20 21 八代(N1)、小松島(1)

ＰＰＣ用紙OEM品　*2 30 16 ～ 33 84 231 324 310 338 398 25 33 22 21 19 19 16 16 16 22 小松島(1)、鈴川(8)

リボンＰＰＣシリーズ 30 11 ～ 22 29 51 66 85 83 90 11 19 14 16 13 14 15 16 17 22 小松島(1)

小計 11 ～ 18 6,627 6,478 6,851 6,971 6,937 4,756 16 18 14 13 13 11 16 15 11 12

インクジェット用紙 ＲＹＩＪ 100 34 ～ 73 30 52 68 70 49 41 73 57 56 50 52 53 44 47 34 55 吉永(N1)

再生ＩＪハガキ 40 1 ～ 1 191 225 135 147 313 － 1 1 1 1 1 1 1 1 1 － 旭川(4)

ノーカーボン リボンＣＣＰ100 100 33 ～ 46 50 53 106 126 109 116 45 34 33 38 37 36 39 46 36 40 石巻(5)、鈴川(8)

ノート用紙 再生ノート用紙 80-55 1 ～ 5 － 209 263 255 208 53 － － 1 1 1 1 1 2 3 5 八代(4)

フォーム用紙 リサイクルフォーム 70 7 ～ 16 1,137 1,279 1,414 1,398 1,506 1,452 11 16 10 14 12 8 8 9 7 8 鈴川(8)、吉永(N1)

リサイクルフォーム 50 10 ～ 46 287 258 243 240 220 241 46 19 10 13 17 14 18 18 19 20 吉永(N1)

感熱記録紙 再生サーマル 70 1 ～ 3 19 18 20 20 20 9 1 3 1 1 3 2 1 2 2 2 勇払(5)

再生サーマル 50 1 ～ 3 931 1,072 1,168 1,227 1,245 1,336 1 3 1 1 3 2 1 2 2 2 勇払(5)

事務用窓付封筒（半晒） 半晒クラフト 40 5 ～ 10 － 112 140 262 392 498 － － 10 9 10 8 8 5 5 5 鈴川(4･7)

その他 記録紙原紙OEM品 100 8 ～ 12 84 26 1 － － － 12 8 8 － － 8 － － － － 鈴川(8)　廃止銘柄

再生色クラフト 100 9 ～ 36 184 147 178 179 170 130 29 26 35 34 31 9 34 36 30 13 鈴川(4)

熱転写紙ＴＲＷ 100 6 ～ 27 23 26 29 22 11 － 18 14 17 7 6 13 17 9 27 － 伏木(4)　廃止銘柄

再生色クラフト 70 2 ～ 4.8 46 36 67 59 91 55 5 4 4 3 2 3 4 2 2 2 鈴川(4)

記録紙原紙OEM品 50 0 ～ 12 4 3 4 5 4 － 12 8 0 8 8 8 8 8 8 － 鈴川(8)　廃止銘柄

10 ～ 16 9,612 9,996 10,686 10,981 11,275 8,687 15 16 12 12 12 10 13 13 10 10

19 ～ 27 20,817 20,948 22,802 21,996 21,726 18,270 20 22 19 19 19 20 20 22 23 27

[注］

ＰＰＣ用紙のＯＥＭ品は、納入先により多数のブランドに別れます。（*1で56、*2で131、計187ブランド）

生産工場の鈴川とは、富士工場の一部である鈴川地区の製造所のことです。

生産工場の吉永とは、日本大昭和板紙吉永（株）のことで、生産を委託したものです。

平成19年度下期の欄は平成19年10月～12月のデータであり、また数量は生産量です。

実績

古紙パルプ配合率（実績）販売数量

　　計

　　計

　　合　　　　計

品　　種 銘　　柄
古紙パルプ配合率



別紙４　　品種別販売量

品種 全製品

古紙パルプ配合品

配合基準あり

販売量 販売量 配合率 販売量 配合率 販売量 配合率

(千ｔ/月) (千ｔ/月) (％) (千ｔ/月) (％) (千ｔ/月) (％)

 Ｈ１５  新聞用紙 98 98 71 - - - -

 非塗工紙 64 35 49 20 58 13 50

 塗工紙 154 70 34 36 44 17 37

 ＰＰＣ用紙 29 16 19 14 25 14 25

 その他 53 14 34 7 13 7 13

 計 398 233 51 77 41 51 34

 Ｈ１６  新聞用紙 100 100 73 - - - -

 非塗工紙 64 37 47 20 58 13 52

 塗工紙 159 67 36 37 44 18 38

 ＰＰＣ用紙 29 17 16 14 24 14 24

 その他 52 14 34 7 9 7 9

 計 404 234 52 77 41 52 34

 Ｈ１７  新聞用紙 101 101 73 - - - -

 非塗工紙 63 36 47 19 58 13 52

 塗工紙 168 78 37 39 48 20 45

 ＰＰＣ用紙 33 20 17 15 26 15 26

 その他 51 11 26 8 9 8 9

 計 416 246 51 81 42 56 37

 Ｈ１８  新聞用紙 102 102 73 - - - -

 非塗工紙 62 35 50 19 56 13 52

 塗工紙 171 81 39 39 51 21 49

 ＰＰＣ用紙 33 20 17 14 28 14 28

 その他 51 11 25 8 8 8 8

 計 419 248 52 79 44 56 39

 H19上期  新聞用紙 101 101 74 - - - -

 非塗工紙 61 39 44 19 57 13 52

 塗工紙 167 76 40 36 51 19 48

 ＰＰＣ用紙 36 22 19 14 33 14 33

 その他 52 9 25 8 7 8 7

 計 417 248 52 76 45 53 39

年度

乖離品



別紙５　再発防止前の概要図

本社

営業部 品質保証部 生産部 原材料本部 業務総括部

[注]
※1　生産依頼は、各営業本部の生産計画担当部門(印刷用紙であれば業務総括部)が実施します。
※２　品質基準書は、製品の白色度、厚さ、平滑性、不透明度など、主に印刷や包装といった紙の用途に要求される品質、
        およびその品質を得るために各種工程で調整する機械の設定などについて記載し、工場ごとに作成するものです。

第三者監査

受注
～

生産
～

納品

品質・配合率
仕様

工場顧客
本社

内部監査

打診 受付

回答受理

受理

生産

品質確認
品質実績

確認
納品受理

４

品質基準書
作成 ※2

４

２

受注可否
判断

１

生産依頼
※1

品質仕様書(配合率未記入)

品質仕様書
作成

３ ３

２



別紙６　再発防止策後の概略図

本社

営業部 品質保証部 生産部 原材料本部 業務総括部

[注]
※１　生産依頼は、各営業本部の生産計画担当部門(印刷用紙であれば業務総括部)が実施します。
※２　品質基準書は、製品の白色度、厚さ、平滑性、不透明度など、主に印刷や包装といった紙の用途に要求される品質、
        およびその品質を得るために各種工程で調整する機械の設定などについて記載し、工場ごとに作成するものです。
※３　上記の作業を手順書で明確化します。

第三者監査

受注
～

生産
～

納品

品質・配合率
仕様

工場顧客
本社

内部監査

打診 受付

受注可否判断

回答受理

受理

品質仕様書(共有)

生産

内部監査
(事務局)

被監査 被監査

品質・配合率
確認

品質・配合率
実績確認

納品受理

品質仕様書
承認

Web公開
(汎用品)

１

２

３

４

被監査 被監査

４

※1

３

５

品質仕様書
作成

品質仕様書
確認

品質基準書
作成 ※2

２



別紙７ 再発防止策後の担当部門長の責任と権限 

 
 

役職 責任と権限 
品質保証部長 ・ 日本製紙全体のお客様との配合及び品質に関する契約の責

任者として、配合及び品質に関する契約の可否判断及びその

実行を管理する。 
生産部長 ・ お客様との契約を遵守するための生産手段（工場・設備）を

維持・管理する。 
・ 配合及び品質に関する契約の可否判断及びその実行に際し、

生産手段からの助言を行う。 
・ お客様との契約の遵守に影響すると考えられる生産設備の

変更・新設が計画された際は、その影響を評価、検討し、速

やかに品質保証部長に連絡する。 
営業部長 ・ お客様との窓口として、要望の明確化を行う。 

・ お客様との契約に反した受注・販売が行われないように管理

する。 
・ お客様との契約の遵守に影響すると考えられる販売計画の

変更或いは市場の変化が発生する際は、その影響を評価、検

討し、速やかに品質保証部長に連絡する。 
・ お客様の窓口として、お客様の用途・数量・表示にあった製

品の受発注が行われるように、お客様への説明責任を負う。 
林材部長 ・ お客様との契約に応じ、適切な原料を調達する。又、調達が

困難な場合は速やかに品質保証部長に連絡する。 
古紙調達部長 ・ お客様との契約に応じ、適切な原料を調達する。又、調達が

困難な場合は速やかに品質保証部長に連絡する。 
生産計画担当部門長 ・ お客様との契約が遵守できるように生産工場とコミュニケ

ーションを取り、適切な生産計画を立案する。又、そのよう

な計画が不可能な場合は速やかに営業部に連絡し、受注の見

直しを要請する。 
技術環境室長 ・ 工場内に於けるお客様との契約に関する最高責任者として、

配合及び品質に関する契約の可否判断及びその実行を管理

する。 
・ 工場の生産に当たり、品質基準書に、お客様（納入先）と契

約した配合及び品質を明示する。 
・ 工場内でお客様との契約の遵守に影響すると考えられる生

産設備の変更・新設及び組織変更が計画された際は、その影

響を評価、検討し、速やかに品質保証部長に連絡する。 

業務総括部長 ・ 再発防止に関する手順書を管理するとともに、内部監査の事

務局長として各部門への監査責任を負う。 
 


